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論文の内容の要旨
(毘的)
本論文の目的は、 2011年2月までのリビアの文化遺産保護の状況を対象として、①文化遺産保護行政を
担うリビア考古庁の成立背景と特性を行政側の視点から分析し、②リビア政府が主導する文化遺産保護の問
題点を近年の事例を踏まえて考察、指摘し、③同留の文化遺産保護を国際水準(グローパルスタンダード)
に引き上げるための諜題と提言をまとめることである。
(対象と方法)著者は、私費留学生(リビアには政府給費留学生度がないため)として 10か月間首都トリ
ポリに滞在し、政府考古庁に研究スペースを得て資料研究および職員・関係者へのインタビューを行うと同
時に、日本チームとしては同国での初めての文化遺産調査となる学術調査に同行し、東部および西部で考古
学サイトのマネージメントに関する現地調査を行った。
(対象と方法)
第 l章「リピアの社会と考古庁Jおよび第2章「リピアにおける考古学の発展と考古庁の成り立ちjでは、
イタリア統治による政治・文化的影響がリビア入国有の文化的アイデンティティーの意識誕生を遅らせ、外
国による文化遺産保護に依存する体質を作り出したとの論が展開される。他の北アフリカ諸国にもみられる
この依存体質の指摘は的確である。第3章「近年のリビア文化遺産関連諸活動にみる特徴と課題JではJグ
リーン・マウンテン・プロジェクトJiマルコ・ポーロ・プロジェクトJiユネスコ世界遺産委員会決議に対
する取り組みJi世界銀行によるリビア考古庁支援プロジェクトJiリビア博物館整備プロジェクトJの5事
業について構想、経緯、状況、結果を分析し、その事例研究にもとづいて第 4章「文化遺産行政の課題と展
望jでは、行政課題として、リビアの過去に由来するもの、政権の特異性にもとづくもの、国際関係に関わ
るものを分類整理し、教育・研修活動の有効性を論じ、文化遺産保護システムおよびそれに対応した考吉庁
の組織改編を結論として述べる。
(結果)
上記5事業は、構想雄大でありながら実施体制の不備で中断したもの、リビア政府の一貫した文化遺産保
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護政策の欠落により変更を余儀なくされたものなど、すべて完成を見ていなし ¥0 その諸原因は多様で、あるが、
本論では、それを考古庁成立の経緯(過去)、リビア政府の政策的破庇(政治)、経済権益に走る国際社会の
責任欠落(国際関係)に分け、政体に矛盾を抱えながらも「内からのj改革が必要であることを強調する。
その原動力となるのは、人材育成と組織改組であり、前者については日本隊を中心とする世界遺産教育を評
価し、後者については、考古庁職員との協議を経て構想した同庁機構改革を含む具体的提言を行っている。
(考察)
2011年2月に始まったリビアでの政治混乱は4か月を経て現在なお続いている。この政変直後に完成し
た本論文はカダフィ体制存続を前提としているが、閉鎖的な独裁政治下での文化遺産保護の停滞と現場の荒
廃は、新政権誕生後の文化政策にとっても重要な持越し課題であり、本論文の成果は学術的にも現実的にも
大いに有効である。特に、広い国土を有する国家の場合、一局集中を避けて、気象、環境、伝統を異にする
地域ごとの分局制として、考古庁の機能分散を関るという提案は、アルジ、エリアほか、類似の問題を抱える
アフリカ諸国の文化遺産保護に共通する行政的枠組みを提示しているO リビアの体制変換後の研究の継続を
期待したい。
審査の結果の要旨
特異な政治体制をとるリビアの文化遺産保護政策を研究主題とする論考である。結論は、総論としてみる
と平凡に映るが、リビアという困難地域での、しかも考古庁職員と机を並べての長期作業にもとづく成果で
あり、既往研究はなく、また類似研究もきわめて少ない現状にあって、首都トリポリに 6か丹滞在し、リビ
ア政府考古庁で研究活動を行い、リビア東部のトクラ遺跡での学術調査プロジェクトに参加して文化遺産保
護行政の現場での課題を抽出するなど、政府内局の行政システムと考古遺産の現場の双方の視点に立って分
析を進めている点で、注目すべき論考である。政策分析の手法にやや未完成の点が指摘されたが、本論文の
学術的価債を大きく損なう欠陥ではないと判断される。また、現地調査が、日本隊の調査対象となっている
北部沿岸部に限られ、砂漠地帯の世界遺産に及ばなかったことは、今後の課題である。
本論文の価値は、単に研究困難地域での先駆的業績であるということに留まるのではなく、リビアの文化
遺産保護に見られる諸課題の指摘・分析を、イスラム醤の文化遺産保護行政にとってのパイロット・プロジ、エ
クトとして位置づけ、特殊な対象に関する研究に学術的普遍性を確保している点にも認められる。
平成 23年4月28B、博士(世界遺産学)学位論文審査委員会において、審査委員全員出席のもと最終試
験を行い、論文について説明をもとめ、関連事項について質疑応答を行った結果、審査委員全員によって合
格と判定された。
よって、著者は博士(世界遺産学)の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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